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はじめに
㈠
　
問題の所在と本稿の目的
近年、法学領域のみならず、他の学問領域からも急速に着目されるようになった社会的な問題のひとつとして、
「職場いじめ」または「ハラスメント」が挙げられよう。そして、かかるような一連の事象に対し、適切にそれを防止し、あるいは事後の対応を適正に尽くさねばならない使用者側の義務として、職場環境配慮義務が挙げられる。同義務は、敵対的でなく良好で働きやすい職場環境の整備・維持・そしてその実現のため配慮をせねばならないという使用者側の義務であるが、そ 内容 より端的にいってしまえば、精神的側面に留意し 、適正な職場環境の実現いうことになろう。しかし、同義務の内容は、未だ不鮮明なところがあるため、それを契約上の義務内容とするには、やや抵抗があるところと思われる。また、こと訴訟実務 あ 、ときとして安全配慮義務と混交されているようにも思われる職場環境配慮 両者 発生史的背景とその保護領域は 元来かなり異なる。すなわち、そもそも職場環境配慮義務は、特にセクシュアル・ハラスメントへの対処という文脈において観念されたものであって、労働者を精神的侵害から保護するこ を目的として展開されたものであ
る
）（
（
。一方、より古くから存立している安全配
慮義務は、プリミティブな身体的人格価値への着目から生じたものといえ、労働安全衛生の局面において、特に労働者を物理的侵襲から保護す ことを目的として発生し、展開される であった。そして、以上を意識して敷衍すに、職場環境配慮義務の内容（行為規範）は自ず 確定されていくこと なろう。
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職場いじめ紛争の増
加
）（
（
は、現在様々な問題を提起しているが、本稿においては、とりわけ精神的侵害を伴う職場い
じめへの有効な処方となり得る職場環境配慮義務法理を主題としたい。そして、本稿の最終的な目的は、同義務違反は債務不履行を構成する の観点から、同法理による行為規範を明確にすべく試論することにある。しかし そのために 、同法理 独自意義を明確にす という意図のもと、同法理と安全配慮義務法理との相違 つき、両法理の淵源やその具体的な適用 みるなどして考察する必要がある うに思われる。具体的な両 の異同については、本稿の
二
の㈢において述べることとなるが、以下の三点を指摘できよう。すなわち、①両法理の生成過程が異なるため
にそれぞれの保護領域にずれが生じ こと、②両法理における保護領域が異なる法規の投影を受けるために明確化されるべきそれぞれの行為規範が異なったものになること、③両法理におけ 保護領域の中核域が異なるこ によりそれぞ の行為規範において重きをおくべき点が相違す ということの三点である。議論の先取りとなるが、より端的に、より具体的に両法理 異同をここで述 てしまえば 少なくとも の淵源・趣旨・現状からして、整備不良機墜落につき安全配慮義務法理でなく職場環境配慮義務法理が妥当するとは考え くいし、ロッカー無断開扉や電子メール監視といったプライバシー侵害につ 職場環境配慮義務法理で 安全配慮義務法理による救済は難しいように思える。する 、職場環境配慮義務法理 独自意義を見出すことができる。そして、同法理が独自意義 有するのであれば、その未来を語 得る。本稿では、同法理の未来 語る方法 して、行為規範を明確化するという方法をとる。これは、未だ発展期 あると解される同 の未来像を空虚なものとしないためであり、また、同義務内容がより明確とな ば契約に取り込むことがより容易になると思われるからである。 お、右 議論にあたっては、な べく多くの裁判例を紹介し素材とする で職場いじめの持つ様々な特質 も斟酌していくこととし、 りわけ本稿の
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三においては、劣悪な職場環境が顧客にまで影響を与えた事案を軸としつつ展開する。
以上からすると、本稿の目的は三つである。すなわち、第一の目的は職場環境配慮義務法理の形成と現状を明らか
にすること あり、第二の目的は同法理の独自意義を探ることにあり、第三の目的は同法理による行為規範を明確にすべく試論することにある。
㈡
　
本稿における用語
「職場いじめ」という語は、法学上の用語ではない。一般的な用語であって、それが示すところは、論者によってまちまちであり、必ずしも一定でない。そのために、 「職場いじめ」という語が法的文脈で用いられる際には、その論者が、何をもって「職場いじめ」と捉えているかという範囲の問題を意識すべきである。論者によっては、冒頭にその定義を記した上で展開をなす のの、結局のところ、統一的な「職場いじめ」の定義は明らか なく、この点若干の不都合を感じざるを得ない。また、二〇〇〇年代の初頭から 急速に注目 浴びるに至った「パワーハラスメント」なる用語は、そもそも和製英語であった。厚生労働省が設置した「職場 いじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議
）（
（
ワーキング・グループ」による「職場のパワーハラスメント」定
義
）（
（
があるが、狭きに失しているかのようにも思わ
れる。すなわち、同定義は何らかの優位性を持つ者を行為者 し 捉えていることにより、少なくとも特段の 優位性」を有しない部下から 行
為
）（
（
は概念に含まれないように解され、同僚間による行為が包摂されるかどうかも「優位
性」との語から れば幾分疑わしい。か る用語への疑義や異論は、漸次なされ ところとなって
る
）（
（
。もっとも、
「パワーハラスメント」という語は、上司等による指揮命令権の濫用を、現代的な社会問題として切り出すことに成
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四七七
功しており、この点において、かかる語の意義は積極的に評価されねばならない。しかし、この語も二〇〇〇年代初頭はともかくとして、いまとなっては、職場における現代 課題の一部を析出し、ひとつのセンセーションを巻き起こしたに留まるものとして冷静に受け止めるのが、妥当なようにも思われる。さらにいって まえば、同時に光 当てられた職場における他の類似の課題、すなわち同僚間における行為や部下からの行為、果ては顧客等第三者からの行為をも、人口 膾炙したこ 語に包摂される行為として概念操作を試みてしまった は、その名 実質との乖離そして混乱 招来させた点において、問題であったと指摘できよう。 「パワー」ないし「優位性」なる語には自ずと限界があるにもかかわらず、 「パワーハラスメント」について概念操作や再定義をするほどの意義 少 く も法学領域におい は乏しい。これは、英米法に由来し、また、 「事業主が職場 性 言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置についての指
針
）（
（
」
（以下、 「セクハラ指針」 ）
に法的用語として登場するセクシュアル・ハラ
スメントとの明確な差異と て指摘できよう。よって、本稿では いわゆる「パワーハラスメント」なる語は用いい。職場において生じるであろう労働者への人格的利益
（労働者人格権）
への侵害を「職場いじめ」として認識し、そ
の侵害が身体への物理的侵襲と精神への侵害とに分析できることを前提として、セクシュアル・ハラスメントをも含む概念として用いるこ としたい。すなわち、本稿 おいて、 「職場いじめ」を端的には 職場における人格 利益（人格権）
侵害行為」 、より詳細には、 「職場・職業に係る関係者によりなされる行為であって、かかる行為によって、
何らかの物理的 襲または精神的侵害をもたらすと平均人ま 被害者をして、受け止められ得 も 、もしく 職場環境を悪化させ得ると解せられる行
為
）（
（
」
と大きく捉え用いることとする。なお、このように広く柔軟な定義をとる
ことにより、職場いじめ 評価すべき行為であるにもかかわらず、それを包摂 得ないといった不都合を回避す
四七八
ることができる
）（
（
。
次に、既に本稿冒頭より登場している「職場環境配慮義務
）（（
（
」については、論者によって様々に呼称され
）（（
（
、あるいは、
予防に関するものを職場環境整備義務とし事後的な義務として職場環境配慮義務の語を用いる場合もみられ
る
）（（
（
。しか
し、こと精神的人格価値に着目し、およそ適正な職場環境の実
現
）（（
（
を図るため使用者に課される義務を指すものについ
ては、本稿において職場環境配慮義務の語で統一 用いることとする。
二
　
職場環境配慮義務法理の形成と現状
㈠
　
職場環境配慮義務法理の形成と安全配慮義務
適正な職場環境の実現を図らねばならない使用者の義務が、その発生の段階から「職場環境配慮義務」と呼称され
ていたかどうかは別として、当初安全配慮義務の観点から構成されたのが、現在の職場環境配慮義務であった。そして、同義務の形
成
）（（
（
に大きな役割を果たしたのが、一九九〇年前後より社会的問題となりつつあったセクシュアル・ハ
ラスメントを巡る議論だった。生命・身体を保護しようとするプリミティブな身体的人格価値というよりかは、とりわけ精神的人格価値への着目が、職場環境配慮義務の性格を決定付けたといえるだろう。そ て、同義務を端的に語るなら「適正な職場環境 実現」を図らねばならない使用者の義務というこ になろうが、ここでいう「適正な職場環境の実現」とは、 の雰囲気、さらにいえ ある事業体全体におけ 風土を、あらゆる立場の全労働者に って快適なものとし、また 何らか 問題が生じた 合に明確かつ妥当な解 策が迅速 供され得 ことを指す。こう
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した職場環境配慮義務の内容は、以下で詳述することとするが、そもそも、同義務はどのような規範構造から生じたのであろうか。「職場で居心地よく働き続ける権利」を安全配慮義務の観点から保護しようとし、それが侵害された場合、債務不履行構成
（民法四一五条）
による使用者への責任追及を企図するもの
）（（
（
が、右にいう職場環境配慮義務の原初的形態と認
識し得る、最初のものといえよう。これは、セクシュアル・ハラスメントを一種の労災類似のものと捉えた点に特徴があり、 「セクシュアル・ハラスメントが起きないよう職場の環境をつく
る
）（（
（
」
という義務内容の規範的根拠を安全配
慮義務法理に求めている。
このような立論は、分化を予定しない安全配慮義務からの萌芽的発生とでも評することができる。規範的根拠が安
全配慮義務法理にある以上 分化は予定されているように思われず、安全配慮義務の守備範囲を拡大しようとしたに過ぎないと解されても反駁し難いものであっただろう。そのために、かかる立論は以下 ような批判を浴びるこ となった。すなわち、安全配慮義務その が労働災害によ 労働者の疾病・傷害・死亡に対する責任追及法理として生成・確立されてきたことを述べ、セクシュアル・ハラスメントに対してまで安全配慮義務法理を拡張適用し得るかは「相当に問題」であるとし、法律論と て「かなりラフ」であるとの批
判
）（（
（
であった。精神的領域をも保護射程に収
める安全配慮義務の拡大を経験 た現在にあっ 、 かるような批判が妥当するかどう 別として、一九九〇年当時の認識からすれば、痛烈 批判であったといえるだろう。
これに対して、安全配慮義務の拡張という手法ではなく、安全配慮義務と区別されるものとして職場環境配慮義務
を定立することで右のような批判をかわし、ま 職場環境配慮義務違反につき債務不履行責任を問い得
る
）（（
（
と立論する
四八〇
ものが現れた。これは、職場内で性的な噂を流布されるなどした福岡セクシュアル・ハラスメント事
件
）（（
（
の鑑定書とし
て出されたものであり、使用者は労働契約上の信義則の具体化と て認められる配慮義務の一環として、職場環境配慮義
務
）（（
（
を負うとするものだった。同書は職場環境配慮義務を以下のように位置付ける。すなわち、 「
〔職場環境配慮義
務〕
は、労務提供に際して、労働者の生命・身体に生ずる危険を防止する義務である安全配慮義務と一体をなすもの
であるが、これとは区別さ るものである……
〔安全配慮義務は〕
労働者の身体に対する危険防止義務であるのに対し、
……
〔職場環境配慮義 は〕
労働者の労務遂行を困難にするような精神的障害が生じないように、職場環境を整備すべ
き義務であり、その限りで安全配慮義務よ も広い概念である
）（（
（
（ 〔
　
〕筆者補注）
」としている。労働契約上の信義則を
規範的根拠とし労働者 精神的人格価値に着目した職場環境配慮義務を定立することによって、労働者の身体的人格価値に着目した安全配慮義務との区別を明確 し、かつ債務不履行構成によって使用者への責任追及をなすという法的方法は、先の批判をかわすというこ のみならず理論的に明快であり、その後の学説や具体的な法的紛争に大きな影響を与えることとなった。そして、現在にあって、職場環境配慮義務の規範的根拠は労働契約法
（以下、 「労契法」 ）
三条四項、あるいは遡って民法一条二項に求められよう
）（（
（
。
㈡
　
安全配慮義務法理と職場いじめ
最高裁は、車両整備に従事していた自衛隊員が他の隊員の運転する大型車両に轢かれ死亡した事案である陸上自衛
隊八戸事
件
）（（
（
の判決において、 「国は、公務員に対し、国が公務遂行のために設置すべき場所、施設もしくは器具等の
設置管理又は公務員が国もしくは上司の指示のもとに遂行す 公務の管理にあ って、公務員の生命及び健康等を危
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険から保護するよう配慮すべき義務」として安全配慮義務を定立した。また、同判決では「ある法律関係に基づいて特別な社会的接触の関係に入った当事者間において、当該法律関係の付随義務として当事者の一方又は双方が相手方に対して信義則上負う義務」として安全配慮義務を位置付けている。こ 後、宿直勤務中の労働者が窃盗犯に殺害された事案である川義事件
）（（
（
において、最高裁は、使用者が負う安全配慮義務を「労働者が労務提供のため設置する場所、
設備もしくは器具等を使用し又は使用者の指示のもとに労務を提供する過程において 労働者の生命及び身体等を危険から保護するよう配慮すべき義務」とした。これらを起点 、 法理が形成され、現在 契法五条に至ることとなる。このようにして安全配慮義務をみるに、生命・身体・健康を危険から保護する義務であることと、信義則由来の付随義務であることの二点が特徴 て挙げられよう。もっとも、後者につき、現在にあっては労契法の労働契約内容規律効から、 り直截 法定の義務 なってい
る
）（（
（
と指摘されている。しかし、ここで職場環境配慮義
務と 関係で問題にしたいのは 前者についてである。
安全配慮義務は、生命・身体・健康を危険から保護する義務として生成され、その具体的内容について、労働安全
衛生法
（以下、 「労安衛法」 ）
は公法上の規制であるものの十分斟酌すべきは当
然
）（（
（
、あるいは、少なくとも労安衛法の規
定内容を遵守することが必要だがそれに尽きるものでな
い
）（（
（
と理解されてきた。いずれにしても、安全配慮義務内容と
労安衛法との密接な関連が安全配慮義務法理 前提として意識され、労安衛法とその周辺規則の発展は安全配慮義務内容の拡大を招来するこ となる。たとえば、過労による健康不安増加に伴って長時間労働従事者への医師による面接指導義務が課され
（労安衛法六六条の八）
、あるいは労働災害防止計画
（労安衛法六条）
がメンタルヘルスへの関心の
影響のもと策定される
）（（
（
などしている。
四八二
職場いじめを巡る具体的紛争において安全配慮義務法理が用いられ、被害者
（遺族）
救済が図られることは少なく
ない。たとえば、 「何であんなのがＡの評価なんだよ」 ・ 「センズリ比べをしろ」 ・果物ナイフを振り回すようにしながら「今日こそ切ってやる」などの低劣な言辞等により被害者が心因反応を起こし自殺した事案であった川崎市水道局事件において、横浜地裁川崎支部は安全配慮義務につき以下のように述べ
た
）（（
（
。すなわち、市は「市職員の管理者的立
場に立ち、そのような地位にあ ものとして、職務行為から生じる一切の危険から職員を保護すべき責務を負う……そして、職員の安全の確保のためには、職務行為それ自体 いてのみならず、これと関連 て、ほかの職員からもたらされる生命、身体等に対する危険 ついても、市は、具 的状況下で、加害行為を防止するとともに、生命、身体等への危険から被害職員 安全を確保して被害発生を防止し、職場 おける事故を防止すべき注意義務」があるとし、これを安全配慮義務の内容とした。ま 、被害者が勤めていた川崎市水道局工業用水課長
（いじめに加攻し、いじ
めの事実を否定し続けた）
および同職員課長
（被害者から相談を受けたにもかかわらず迅速な調査や善後策を懈怠した）
がそれ
ぞれ適正な措置を講じていれば 者が「職場復帰することができ 精神疾患も回復し、自殺に至らなかったであろうと推認することができるから、被告乙川
〔用水課長〕
及び戊谷課長
〔職員課長〕
の安全配慮義務違反と一郎の自殺と
の間には相当因果関係 あると認め のが相当である
（ 〔
　
〕筆者補注）
」とし、被告川崎市は安全配慮義務違反による
国家賠償法
（以下、 「国賠法」 ）
上の責任を負うべ
き
）（（
（
と判示して、原告である被害者遺族の請求を認容している。なお、
過失相殺
（民法七二二条二項）
規定の類推適用がなされたため、これを不服とした原告と、被害者の精神疾患発症が予
見不可能であったなどとする被告川崎市との双方が控訴したもの 、東京高裁は一審判決を維持し、各控訴を棄却してい
る
）（（
（
。また、誠昇会北本共済会病院事
件
）（（
（
は、家の掃除・洗車・子どもの世話・風俗店やパチンコ店への送迎・他の
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都道府県への馬券購入・飲食代負担・望まない性的な行為を強要し「死ねよ」と申し向け「殺す」とメールするなどの陰湿ないじめが、職場の先輩である加害者により、後輩被害者になされ、被害者が自殺したという事案であった。さいたま地裁は、病院を設置する誠昇会の安全配慮義務違反による債務不履行責任を肯定している。さらに、日本土建事
件
）（（
（
は、養成社
員
）（（
（
として入社した被害者に対し、その指導にあたった上司が、 「おまえみたいな者が入ってくるで、
○○部長がリストラになるんや！」などの理不尽な言辞を浴びせ・理解の悪さを理由に物を投げつけたり机を蹴飛ばしたりし・深夜までの残業や徹夜 仕事をせざるを得 い状況 おき ガムを吐きつけたり釘のついたポールを投げつけ傷害を負わせるなどした事案だった。津地裁は、被害者に対する上司による職場いじめを解消するべき措置を被告会社がとらなかったのは、 「職場内の人権侵害が生じないように配慮する義務
（パワーハラスメント防止義務）
として
の安全配慮義務に違反している」として、雇用契約上の債務不履行責任を認めている。
このようにして、具体的紛争における安全配慮義務法理の適用をみるに、その保護射程が、精神的侵害としての職
場いじめにも及んでいることがみ とれる。もちろん、右に挙げた事案における職場いじめ行為の中には、日本土建事件における傷害行為のよう 直接身体を侵害 ものもあるが、職場い めとい 行為それ自体、物理的侵襲と精神的侵害の双方を包含している。そもそも安全配慮義務自体が で述べ よう 「生命・身体・健康」への関心から生成され、かつ生成 契機となった事
案
）（（
（
のいずれもが轢死であったり窃盗犯による殺害であったりしたことに鑑み
れば、安全配慮義務法理の保護射程が精神的侵害にまで広がる いうのは、 や意外 感がない訳ではな 。無論、現代にあって、メンタルヘルスを む安全配慮義務あるいは健康配慮義務 定立され
る
）（（
（
ことに思いをいたせば、特段
の違和感という訳ではないが、かかる状況は精神的侵害に着目して生成された職場環境配慮義務との混交 し混和
四八四
状態ということができよう。なぜなら、右に挙げた三つの職場いじめ事案であれば、いずれも職場環境配慮義務法理によってでも、妥当に解決し得るからである
（しかし、いずれかの法理でしか解決し得ない事案があり得る。これについては、
次の㈢の⑴で述べる）
。別段、筆者は、このような状況が望ましくないといっている訳ではない。むしろ、不合理な状
況につき、複数の救済法理が妥当するということは好ましい。しかし、本稿の目的には、職場環境配慮義務法理の独自意義を探ることも含まれ 安全配慮義務 の峻別を一定程度図る必要がある。この点を次節において、検討する。
㈢
　
職場環境配慮義務法理の独自意義
仮に、現在の安全配慮義務法理が保護射程とする領域
（
α
）
と、現在の職場環境配慮義務法理が保護射程とする領
域
（
β
）
とを、部分集合として描くことができるなら、その外周の一部は点線で描かれ、かつ、重なる部分
（
γ
）
も
少なからずあろう。そして、おそらく人格的利益
（人格権）
で保護され得る領域は、ほぼ
α
と
β
によってカバーされ
ることとなろう。
α
と
β
の外周の一部が点線で描かれるのは、それぞれが保護射程とする領域が常に一定という訳で
ないことを示し、また、
γ
の外周においては双方を移動し得る、もしくは双方に含まれ得る利益が存在するからであ
る。
⑴
　
両法理の生成過程における相違と各保護領域
いま観念しているのは、 「現在」の図であるが、 「過去」や「未来」において、
γ
の領域は狭まったり拡がったりす
るであろう。しかし、
α
および
β
の領域と
γ
の領域とが完全に重なることがあり得るだろうか。恐らく、これについ
ては高い蓋然性で、あり得ないということができるだろう。すなわち 最 注意されるべきは、
α
の中核域には物理
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的侵襲により侵害される利益が存在し、
β
の中核域には精神的侵害により毀損される利益が存在していることであっ
て、これは両法理の生成過程における相違に由来している。よって、領域がそれぞれ拡大するなどしても、それぞれの核心 いわば遺伝子情報のようなものが書き換えられるようなことは考えにくく、周辺領域はともかくとして
α
領
域の中 域
（核心）
とβ領域の中核域
（核心）
は遷移し難い。なお、現在において、βが正円に近いのに比し、β中心
部へのベクトルにより
α
がいびつな楕円になっているであろうことは、右で述べたように合理的に推認し得る。しか
し、右の理由によりαとβの統合は、両法理が統合された新法理が登場しない限り、あり得ないだろう。
具体的なケースへの両法理の適用を考えると、双方の違いがより鮮明になる。すなわち、ア物的瑕疵により死亡
するケースと、イプライバシーを侵害する うなケースの双方を考えてみることとす まず アであるが 整備が不完全であったことでヘリコプターが墜落し自衛隊員が死亡した事案において遺族が国の安全配慮義務違反を争った航空自衛隊芦屋事
件
）（（
（
のような事案において、安全配慮義務法理ではなく職場環境配慮義務法理が妥当する余地は、
少なくとも現在ほぼない いっていいであろう。次に、イであるが、ロッカーの無断開扉などがなされた関西電力事
件
）（（
（
や、電子メールの監視が問題となったＦ社Ｚ事業部事
件
）（（
（
、あるいは監視カメラや音声モニター設置により組合員
を威圧し監視した奥道後温泉観光バス
（配車差別等）
事
件
）（（
（
などのような事案においては、プライバシーという精神的
人格価値の侵害が行われ、こと関西電力事件はそれが原因となり異様な職場環境が現出しているのであって、かかるような事案類型において職場環境配慮義務法理は妥当し得ようが、少なくとも現在 安全配慮義務法理 これを救済することはかなり難 いであろう。
このようにして双方の法理をみると、その保護領域にずれがあることがはっきりとす が これは、両法理の生成
四八六
過程における相違に起因するものだといえる
（①）
。
⑵
　
保護領域のずれと行為規範
次に、
α
と
β
それぞれの領域はどの程度クリアであろうか。
α
は労安衛法やそれをとりまく諸規則を投影するなど
してほぼクリアであろうが、
β
の一部はセクハラ指針が投影されるなどしてある程度クリアであったとしても、やや
知覚 にくい部分があろう。これは、職場環境配慮義務法理の現状にかかる課題であり、その明確化が求められる箇所である。よって、これについて詳しくは、次章
三
においてクリアにしていくことを試みる。なお、労安衛法やセク
ハラ指針は、公法的規制ないし行政指導基準ではあるものの、少なくともこれらを斟酌することは両法理の内容を確定していく上で不可欠である。
ところで、この図が二次元的なものでなく、三次元的なものであるとすると、αの領域と、βの領域それぞれを支
える柱がみてとれよう。それは、αないしβを実現する法的方法であるといえる。すなわち、安全配慮義務法理は、契約の不完全履行に基づく債務不履行構成、または、注意義務違反として 不法行為構成
（民法七一五条あるいは使用
者自身の固有責任であれば七〇九条）
により、具体的な法的紛争において機能する
）（（
（
。右の陸上自衛隊八戸事件ないし川義
事件以降において、債務不履行構成の追及という方法で安全配慮義務違反が問われ ように ったが、不法行為構成によるものも少なくない。訴訟実務においては、両 における 消滅時効
（前者＝一〇年・後者＝原則三年
）（（
（
）、立証責
任
（前者＝債務者
）（（
（
・後者＝被害者）
、遅延損害金の起算点
（前者＝請求時
）（（
（
・後者＝損害発生時）
、遺族固有の慰謝料
（前者＝認
められない・後者＝認められる）
等
）（（
（
の諸点を勘案しつつ請求が立てられるが、時効の問題がクリアされた場合において
四八七
職場環境配慮義務法理の形成・現状・未来（滝原）
は「債務不履行または不法行為に基づき」などと訴状に記載され
）（（
（
、両構成は請求権競合の関係に立つ。なお、右の川
崎市水道局事件において 注意義務違反
（国賠法）
構成により、誠昇会北本共済会病院事件と日本土建事件においては
債務不履行構成により、裁判所は安全配慮義務違反を認めている。職場環境配慮義務は、生成期において債務不履行構成を前提としていたものの、訴訟実務では安全配慮義務と同じく、債務不履行構成ないし不法行為構成により認容され、両構成はやや混交した状況にある。
このようにみてくると、
α
と
β
それぞれの領域を支える柱は、少なくとも訴訟実務というパラダイムでは似通った
ものであるが 理論上 債務不履行構成が主た 柱になるべきであろう。すなわち、使用者において行為規範の明確化・具体化が図
る
）（（
（
という点で債務不履行構成の方が優れているし、安全配慮義務については労契法五条で契約上の
債務と明定されており 職場環境配慮義務については使用者 よ 積極的な職場環境への配慮・整備が不可欠であって他人責任としての使用者責任による処理では不十
分
）（（
（
と認識されることから、やはり両者ともに債務不履行構成の方
が適当というこ になる。また、不法行為構成は過去の損害を金銭賠償させるものであるが、債務不履行構成は契約上の本来の内容回復を図ることで過去の清算のみならず、将来に向けて一定の措置を強制す という形の法的責任追及が可能になる
）（（
（
との指摘も、債務不履行構成の積極的意義として看過できない。
そうすると、両法理の保護領域を支える柱
（法的方法）
はそれぞれ似通ったものではあるものの、冒頭に述べたよ
うに、両法理の保護領域は違った法規の投影を受けるものであり、保護領域がそれぞれ異なるため、行為規範も各々独自なものが設けられなければならない
（②）
。
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各法理が必要とする行為規範の相違
さらに、事前の予防策によって保護される利益のみならず、事後の対応によって保護される利益をも含み得るのが
β
である。もちろん、
α
も一定程度は事後の対応によって保護される利益を含むだろうが、
β
におけるそれは、同領
域においてかなりの部分を占めるであろう。だからといって、具体的に三分の一程度であるとか半分程度であるとか明確な分量を述べることは難しい。しかし、仮に
α
と
β
が全く同じ面積だったとするなら、事前予防による保護領域
と事後対応 よる保護領域 をそれぞれ色分けしたとき、
α
における前者はかなり大きく見えるであろうし、
β
にお
ける後者も大きいとはいわずとも、際立ったものとなるであろう。
このように
β
において事後対応が重視されるのは、職場環境配慮義務法理の主たる着目対象が精神的人格価値であ
るためであ 。精神的侵害は、他者に って知覚しにくい ときとして被害者の感受性も関係してくるために、いくら予防措置を講じたとしても、それで完全であると うことにはなかなかならないであろう。すなわち、精神的侵害を考え とき、原因 結果の関係 いまひとつクリアになりにくい。これに比して、安全配慮義務法理が主として着目してきた物理的侵襲については、それが「物理的」であるがために、予防措置は比較的とりやすいし、その結果も明白である。 とえば 機械や車両 動きであったり整備状況であったり ある原因があるから、 る結果が生じるという因果関係が明確であるため、安全配慮義務法理においては予防的側面が枢要であり本質的であるといえるだろう。
年代、性別、思想・信条等の異なる者同士が作り上げる職場という社会において、個々の労働者は、常に精神的侵
害にさらされ得る。こうした局面においては、誰が加害者と り、誰が被害者 な か、必ずしも明白 ない。上司
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から部下への職場いじめがフォーカスされやすいが、冒頭に脚注で挙げた国・渋谷労基署長
（小田急レストランシステ
ム）
事件は、部下からの中傷ビラが端緒となって上司がうつ病になり自殺した事案であった。このような状況からす
れば、類型的に職場いじめ加害者になりやすいとされる管理職層への研修を充実させ、あるいは職場いじめ行為をなした場合のサンクションを周知させ一般予防としても、職場 じめによる精神的侵害を飛躍的に減少させることはできないであろう。なぜなら、右に述べたように、精神的侵害につき予防措置をいくら講じたとしても、それで「完全」と ることは まずあり得な からである。精神的侵害が生じ までの因果経過は物理的なそれよりも遥かに複雑であり、あ いは、どこまで考慮し得るかとの議論は措くが被害者自身の理解力や感受性も看過し難い
（なお、後
者につき本稿三の㈡で言及するアークレイファクトリー事件も参照）
。そうすると、被害者もしくは第三者からの通報または
使用 自身の探知能力などにより、使用者が知り得た職場いじめを深刻化させないことが重要となる。職場いじめの初期段階で、いかに被害を最小限に食い止めることができるか、事後対応によって大きく結果は変わり得る。たとえば、右の川崎市水道局事件にお て、横浜地裁川崎支部は、いじめの 実 否定し続けた工業用水課長および迅速な調査や善後策を懈怠した職員課長がそれぞれ適正 措置を講じて れば被害者が「職場復帰する でき、精神疾患も回復し 自殺に至らなかったであろうと推認することができる」と判示しているが、極め 端的である。職場じめは、ときとして被害者を 殺に追い込むが、実際の事案におけるそ 数は なり多い。ここまでで登場した事案だけに限っても、川崎市水道局事件、国・渋谷労基署長
（小田急レストランシステム）
事件、誠昇会北本共済会病院事
件の三つがある。また、日本土建事件は自殺 案でこ ないも 職場いじめと過酷な時間外労働により疲弊しきった被害者が、加害者であった上司ら 車で送り届ける際に交通事故に遭い死亡したも であった。以上全ての事案
四九〇
共通していえるのは、事後対応が全くなされていないか、不十分に過ぎたということである。あるいは、自殺に至らなくとも、たと ば、国・京都下労基署長
（富士通）
事
件
）（（
（
においては、同僚の女性社員らによる職場いじめのみなら
ず、使用者において何ら 措置もとらなかったことにより、被害者女性の精神障害が発症したものとされて る。このようにしてみると、事後対応がいかに重要 理解できよう。
よって、αのために策定される行為規範と、βのために策定される行為規範とをそれぞれ明確化・具体化する場合、
その方法は大きく異なったもの な であろう。す わち、安全配慮義務法理は予防に重点を置いた行為規範を必要としたし、職場環境配慮義務法理は予防のみならず にも多くを割く行為規範を必要とすることになるのであって、これは両法理における保護領域の中核域の違い 起因するものである
（③）
。
⑷
　
職場環境配慮義務法理の独自意義
右⑴から⑶のそれぞれ末尾に、①から③ということで、各帰結を述べた。これらを、小括すると以下のようにな
る。すなわち、安全配慮義務法理と職場環境配慮義務法理とはそれぞれ生成過程を異にするため、保護領域にずれがあり
（①）
、また両法理の保護領域のずれは投影される法規が相違することにも起因し、明確化されるべき行為規範
はそれぞれ違ったものとなり
（②）
、両法理における保護領域の中核域の違いから、安全配慮義務法理は予防に重点
を置いた行為規範を必要とし、職場環境配慮義務法理は予防のみならず事後対応にも多くを割く行為規範 必要とすることとなる
（③）
。
このようにしてみると、特に訴訟実務において安全配慮義務法理と混交されがちな職場環境配慮義務法理ではある
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（本章
 ㈡
 第四段落等）
ものの、それは独自の意義を持っているといえる。それぞれの法理の片方が妥当し得、片方が妥
当し得ない事案が想定されることはとりもなおさず、それぞれが異なる法理であることを示している。本稿冒頭で述べたように、職場環境配慮義務は精神的人格価値に着目したものであって「適正な職場環境の実現」を図らねばならない使用者の義務であるということからすれば、右で指摘してきたように、債務不履行構成のもと職場環境配慮義務法理が必要としている行為規範を明確化・具体化することが、現状における課題ということになろう。
なお、職場いじめに包含されるセクシュアル・ハラスメントについての行為規範については、行政指導基準とはい
えセクハラ指針を斟酌すべきであって、これにより明確 が図られよう。 かし、職場いじめ全体にかかる行為規範について、これを職場環境配慮義務法理のもと予防と事後対応の観点から探究した先行研究は、ほぼ見当たら い。よって、次章においては、まず職場環境配慮義務にかかる 案を紹介し、その事案を素材とし手掛かりとしつつ、他の裁判例等を概観することで 大きく三つに分けた行為規範を導き出すこととしたい
三
　
職場環境配慮義務法理の未来
職場環境配慮義務法理の今後を考える上での最大の課題は、右でみたように、同義務自体を行為規範としてどのよ
うに明確化・具体化できるかということであろう。適切な行為規範の明確化 使用者義務の適度な拡張によって 職場いじめを予防するのみならず、事後対応の充実によって職場いじめの深刻化を防ぎ、初期段階で 解決を し得ることとなる。
四九二
㈠
　
職場環境配慮義務と裁判例
職場環境配慮義務違反により判決された事案は、セクシュアル・ハラスメントを原因としたものによって、一定の
蓄積がみられる。そして、セクシュアル・ハラスメント以外の職場いじめ事案であって職場環境配慮義務違反を理由に提訴されたものは、コンスタントに増え続け、現在となっては被害者側の勝訴事案も散見されるようになってきてい
る
）（（
（
。本節では、職場環境配慮義務にかかる裁判例であって、職場いじめに対する行為規範を明確化する上で素材と
なり得る、あるいは、手掛かりとなり得る事案をみることとしたい。その事案とは、被告法人が経営する保育園 勤務していた原告
（元主任保育士）
が、同園被告事務長
（以下、 「事務長」 ）
より職場いじめに遭っていたという社会福祉法
人
和なごみ
柏城保育園事件
）（（
（
である。以下において概要を述べる。
被告法人による保育園
（認可保育園）
開園を二〇〇九年四月に控えた同年三月下旬頃から、事務長は、準備に伴い
しばしば不機嫌と って に対し「バカヤロー」 ・ 「ふざんけんじゃねえ」 ・ 「死んじまえ」といった言辞を向け、開園後も園児の前で「死んじまえ」 ・ 「辞めちまえ」などと怒鳴り、原告が園児にとり園内柵が危険であることを指摘すると「だったら死んじまえ」などと発言し、午睡をしなかった園児がいることを知ると「睡眠薬でも飲 せろ」などと述べ、これら攻撃的言辞は他職員にも向けられていた。原告は、被告法人理事長に事務長の言動につき相談したことがあったものの、何 注意がなされ かったため 市の社会福祉課に赴き 担当者に対し、事務長の暴言・自身や他職員の体調悪化・園長不在 常態化により相談先のないこと 話し、市担当者はアドバイスをする とも 県担当者に情報連携をし 。後日 原告は、理事長・事務長・園長から呼び出され 園長から「あなたで ょう、市に 部
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告発したのは」と問い詰められ、また事務長からは「何でも知ってるんだ、お前だろ」などと怒鳴られた。原告は、開園時に主任保育士に任じられていたが、市に相談したことを理由に同年七月一日付で嘱託保育士とするなどの辞令を渡された。ま 同年九月突如担任替えが行われ、原告 職員が年度途中での担任替えは通常あり得ないとして、反対したものの、事務長はこれを聞かなかった。原告は理事長への相談を要望したが聞き入れられなかったため、理事長の帰りを見計らい話し合いの機会を設けてくれるよう話し掛けたものの、 事長はこれに応じなかった。そして、理事長に対し右 ような行為に及んだことを理由に けん責処分を受けた。また、同年 二月五日原告は理事長と事務 に呼び出 原告に対し「市に内部告発し のはお前だろう」 、 「解雇だ」などと大声で事務長に言われ、同日付けの解雇通知 手渡された。他保育士らがこの事実を知って被告法人 理事二名に連絡を取り 同理 らが理事長および と話し合いをした結果、原告の解雇は保留となっ 。なお、こ 後、同理事らは理事職を辞した。保育士が次々辞めていくことや職員への職場いじめ問題につき話 合うため、保護者会長が中心となり 同月一九日に ・事務長・保育士及び看護師ら 員も出席して臨時 護者会が開催されたが、特段納得のいく説明はなされなかった。な 、同会は原告の要請に基づ ものではなかった。保護者会長 市に対し同会議事録を提出し指導強化を要望、同園の保育士は信頼できるものの、被告法人に様々な不信感がある旨申し出た。そ 園元保育士による要望もあり、市担当者は事務長に、職員間 コミュニケーション 図るなどす 指導した。原告ら同園の保育士・看護師らは 二〇一〇年二月に、被告法人が同 から撤退するこ と理事長・事務 の辞任を求めストライキを計画したが、市職員からストライキを中止すれば市と保育園で協議すると 提案がなされ、中止となった。市は、事務長に暴言等をやめるよう指導し 園から離れ よう話がなされ が、実現しなかった。その後、数
四九四
名の職員が退職ないし雇止めされ、原告は二〇一一年三月二三日付の解雇通知により同年同月二四日懲戒解雇
（事由
は保育士および保護者への扇動等）
された。なお、開園からそれまでに約二〇名の職員が何らかの事由で退職していた。
原告 懲戒解雇の無効等と職場いじ にかかる慰謝料等を求め、提訴した。福島地裁郡山支部は、懲戒事由がいずれも根拠を欠くとして懲戒解雇を違法無効とし、事務長による不法行為と被告法人 使用者責任および職場環境配慮義務違反を認めた。なお、本件原告以外の保育士および看護師ら一二名も 本件被告法人および事務長を相手取り、勤務中の職場いじ を理由に別訴を提起しており、同地裁同支部より同日に判
決
）（（
（
が出ている。同支部は、一二名のうち
一〇名に対する事務長の暴言等は不法行為 構成する また被告法人の職場環境配慮義務違反を認めている。
本件は、職場いじめを中心に、内部告発・降格・ステークホルダーたる顧客
（保護者）
との関係・行政からの指導・
ストライキなど、様々な問題 包含して り、それらから論じたいことも複数あ が、ここでは職場環境配慮義務を履践するための行為規範の策定との関係を考えることを目的とし これをみることとしたい。なお、以下では便宜のため本件をモデルケースと呼称することとする。
㈡
　
職場環境そのものについて
まず着目したいのは、モデルケースにおける職場環境の劣悪さである。 「死んじまえ」などの極端な言辞が日常的
に事務長より発せられ、多くの職員が被害 遭っており、過酷 職場環境 いえよう。保育園という も考えると日常的に幼児たちもそのような言辞にさらされているところであって、全くもって異常な空間であると指摘せざるを得ない。しかしながら、人 生死にかかる攻撃的言辞がなされるというのは、 場いじめ事案で多々みら るところ
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であり、何もモデルケースの事業所のみが特殊であるという訳ではない。右で述べた誠昇会北本共済会病院事件においては、ことあるたびに加害者から被害者は「死ねよ」などとの言辞を浴びせられている。
また、昨今の事案、たとえば、アークレイファクトリー事
件
）（（
（
は、医薬品等製造工場における派遣労働者への「殺す
ぞ」 「あほ」などといった粗雑で配慮を欠いた言辞が問題となった事案であった。大阪高裁は「殺すぞ」 「あほ」などといった唐突で極端な言辞については、 「特段の重要性や緊急性が って、監督を受ける者に重大な落ち度があったというような例外的な場合のほかは不適切といわざるを得ない」としている。同時に、 「監督 おいて、労務遂行上の指導・監督を行うに当たり、そのような言辞をもってする指導 当該監督を受ける者との人間関係や当人の理解力等も勘案して、 適切に指導の目的を達しその真意を伝えて るかどうかを注意すべき義務があると うべきであ 」として、教育 職場いじめと 分水嶺を見極める は、被害者個々 理解力や感受性
）（（
（
をも勘案すべきとし、また、
加害者により「極端な言辞をもってする指導や対応が繰り返されており、全体としてみれば、違法性を有するに至っている」 い
る
）（（
（
。そうすると、精神的人格価値に対しての侵害が言辞によって行われる場合、それが複数回に及
ぶ場合は違法の契機を つ みるべきであろう。
ここまでみたことからすれば、精神的人格価値への侵害のおそれのある言辞を発する際は相手の理解力や感受性に
ついて配慮しつつ述べるべきであり、侵害のおそれの 言辞を大声で発するなどして職場の雰囲気を毀損す ような行為はあってはならないであろう。また、職場いじめ よ 人格 利益への侵害は、ときとして身体的人格価値への侵襲、すなわち暴力と う形 顕在化し事
件
）（（
（
となることもあるが、これについては一回限りで十分違法性を有する
こととなろう。これらは、至極当たり前のように思えるが、 の当たり前 るはず ことが履践されていない た
四九六
めに、右のような事件が生じることとなる。よって、行為規範においては精神的および身体的人格価値の尊重を全従業員に周知させ、これを遵守させ ため、常に啓発に努めるべきとなろう。具体的には、専門家を招くなどした研修などを充実させるべきである。また人権週間のようなものを設け、啓発 努めることも有用であろう。
しかし、それだけでは十分でない。恐らく、これまで右で取り上げた事案のうち、いくつかの事業体においては、
何らかの啓発ないし研修等をしてい ものと思われる。あ 職場を構成する人員の意識・志向・感情によって職場の「適正さ」は担保され得るが、実際に職場を構成するのは個々の労働者であって使用者でない。よって、使用者も労働者も混然として職場 構成するような規模の事業体でない限り、職場いじめを防ぐため 適正な職場環境 最終的には個々の労働者によって 築 れ といっていいだろう。ゆえに 使用者が職場いじめの予防のため、諸規定の策定・研修・相談機関の設置等に努めたとしても、個々の労働者の意識が低いままであれば、全く意味が い。そうした意味で、労働者 意識を高めるため、職場いじめにかかる諸規定 策定・改廃や、研修の立案・実施などについて、労働者にイニシアチブが与えられ べきであ 。しかし、あくまで、それら諸規定 研修などにかかる諸行為の最終責任は、使用者が負わなければな ない。労働者は 義務的にそれら諸行為を行うのではなく、使用者に協力を要請されたために、それらをなす であっ 、これはあくまで相互の信頼ないし期待
）（（
（
に基づく行為である。あるいは、
よりよい職場環境という理想に向かう共同体意識を具現化し得るよう、使用者が に働きかけ要請するも である。 って、そ ら行為 瑕疵があったがために職場いじめが発生したとしても、その責を負うのは ひとり使用者であ そもそも、ある労働者の行為自体が使用者の要請 受けてなされ も である以上、その責任主体は使用者以外に観念し得ない
（なお、本章
 ㈣の⑵も参照）
。
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㈢
　
使用者の意識について
しかし、いくら従業員への研修や啓発に努め、個々の職場環境が良好なものとなり得たとしても、本件モデルケー
スのように、トップである理事長自身が職場いじめに関与していたに等しい場合、当該事業体全体の風土というものは、依然過酷なものとなるであろう。興味深いのは、いわば顧客である保護者らが、経営層は信頼できないが、普段接する保育士や看護師は信頼 き としている点である。一般の従業員がいかに努力しても、使用者の協力なしに、事業体全体の風土は変わり得ない。これは、中小の企業にお て強く妥当するよう 思われるが 昨今大手居酒屋チェーン店の劣悪な職場環境が報道されるのをみるに、 必ずしも中小 おける問題ではないということが鮮明となる。
たとえば、これは職場いじめ事案でないが、居酒屋チェーンを経営する被告会社
（東証一部上場）
において、店舗従
業員が過労死したという日本海庄や過労死事件において 京都地裁は、同社の基本給が月八〇時間の時間外労働を前提にしていることなどを指摘し、労働者の生命・健康を損なうこと ないような体制 構築と長時間労働の是正方策の実行 関して任務懈怠があったとして、取締役らの会社法四二九条一項による賠償責任を認
め
）（（
（
、控訴
審
）（（
（
もこれを支
持し、最高裁決
定
）（（
（
によってかかる帰結が確定した。この事件はセンセーショナルに受け止められているが、今後にお
いて、職場いじめを巡り取締役の責任が会社法四二九条一項により追及されることは十分考えられよう。 なわち、職場環境配慮義務を尽くすために、行為規範に基づき 社内規定等を整備・実践しない場合 、人事労務担 や総務担当ある は法務担当等の取締役の責任が問われることが起こり得る。
なお、右でトップ自身の意識につき述べたが、この点に関連し、以下の事案を紹介したい。すなわち、うつ病患者
四九八
であった原告が、上司から、学歴にかかる罵倒や他の社員との比較における叱責、あるいは「辛気くさい」などの人格攻撃を受け、社内で自殺を図ったものの、救急搬送され一命を取り留めたというヴィナリウス事
件
）（（
（
である。同事件
では、社内で「社長」と呼ばれている取締役が 原告の母親に対し、一連の出来事について、被告会社に一切責任がない旨の文書の提出を求めた。そし 、母親はこれに応じたが、この「社長」から訴え ようなことはするなと電話で申し向けられた原告はこれを拒んだ。そうし と ろ 「社長」は、 あなた 人生をむちゃくちゃにしてやるから覚悟しておけ」と言うなどし、 の母親に対しても、電話で 契約書にサインしたのだから、息子の行動を止めろ、さもないと、息子の人生をめちゃくちゃにしてやる」と述べるなどしたというも で っ 。このような態度を る取締役が「社長」と呼ばれていることだけでも、 の事業体の風土 窺われようが、経営層の意識のありようは、適正な職場環境の実現が全社的に行われる上で不可欠であると指摘できよう。
そうした意味においては、経営層への人権啓発や研修も充実されるべきであるし、自ら職場いじめを行う場合もあ
ることから、外部機関によるモニタリングが重要 なろう。当該事業体におけ 適正な職場環境の実現をチェックするのみならず、経営層の意識をもチェックできる体制作りが必要なも 考えられ、そう チェック機能の権限は労働者代表や株主などのステークホルダ
ー
）（（
（
に与えられてもいいだろう。モデルケースにおける保護者らの動きも、そ
うした意味では、重要 手掛かりとなる。従業員のおかれた職場環境によって、サービスの質が変化し得る業界
（た
とえば、モデルケースのような保育園・幼稚園、あ いは、飲食業 旅客業などフェース・トゥ・フェースのサービスがなされる業界等）
においては、顧客にもそのような権限が付与されてしかるべきと考える。よって、職場環境配慮義務にかか
る使用者の施策が適正・的確に運用されているかどうか定期的にチェックを受ける義務、あるいは 使用者自身への
四九九
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モニタリングについても、それらがコンスタントに行われていない場合、適正かつ迅速にモニタリングを受けねばならないといった義務が行為規範に盛り込まれてしかるべきであろう。
㈣
　
事後的救済について
⑴
　
使用者が探知し得た場合
モデルケースにおいて、原告は、事務長の暴言等につき理事長に相談したことがあったものの、何ら注意がなされ
なかったため、市の社会福祉課に赴き担当者に相談するという手段をとっている。しかし、これは、本件保育園長の不在が常態化していたことによって、相談窓口および相手を欠いていたことが、その理由である その後 原告は「市に内部告発をした」ということで、これまで浴びてきた事務長からの暴言を引き続き受ける他、人事上の不利益をも被っており、被告法人および事務長から常に敵視されることとなり、最終的には懲戒解雇通知を受けるに至っている。原告のメンタルヘルスへの影響は重篤でなかったようではあるものの 事務長の暴言によ ストレスが原因の一つとなり二〇〇九年六月頃および二〇一〇年八月頃 頚肩腕症候群を発症して る。こ よう してみると、自殺まで至らなかったことを除けば、考えられる限り過酷 因果経過を辿った事案の一つ えるであろう。すな ち、最も問題であり悲惨であ たのは 原 が職場環境の改善を求めようにも、相談窓口がなかった とであろう。不在が続く園長 はなく理事長に直談判をすれば、けん責処分を受けるなどしており、当初主任保育士であり他保育士を束ねる立場であった原告の状況から考えるなら、酷な状況であったとし 他ない。
このように、使用者も職場環境が敵対的な状況になっていることを認知しておりながら、あるいは、職場いじめが
五〇〇
生じ対処を求められているにもかかわらず、何らの話し合いも対策もとらずに事態をひたすら増悪させていくという事案は、枚挙に遑がない。たとえば、右の川崎市水道局事件において、横浜地裁川崎支部は、工業用水課長および同職員課長がそれぞれ適正 措置を講じていれば、 「職場復帰することができ、精神疾患も回復し 自殺に至らなかったであろうと推認することができる」とし いる。また、京都下労基署長
（富士通）
事件でも、職場いじめにつき、
使用者が何らの措置もとらなかったことにより、被害者女性の精神障害が発症したもの された。
以上のようにみると、使用者が職場いじめの存在を知りつつも、事後対応を適正・的確・迅
速
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に行わなかったため
に、悲惨な結果 生じている。規範的に考える 、使用者が職場いじめという侵害状態を知りながら対策を懈怠することへの法的非難は、より一層強いものとなる あろう。モデルケースのように相談窓口さえないような状況は論外であるが、金銭 ことを考えるなら、中小の事業体において明確な の相談窓口を社内に設置するよう課すのは、やや厳しいのやも知れない。よって、そうした場合は 適格な外部の第三者に でき 体制を整え、あるいは、相談を持ち込み得る公的機関や地域労組等を毎年度始めおよび個々の労働者の中途入社時等に周知させる どの義務が 行為規範に取り込まれるべきであろう。一方、一定程度以上の規模を持つ事業体につ て、そもそも相談窓口がな ・事後対応がなされない・事後対応が不十分であった場合など、そのサンクションとして、そ 名称を公表するよう 公法的枠組み 用意されてもいいように思われる。ま 、相当かつ慎重な調査をなさねばならないのは当然にして、再発防止のための義務内容として加害者の配転や懲戒等の不利益 予定され べきであり、被害者へ十分なケアが要請されよう。
五〇一
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⑵
　
使用者が探知し得なかった場合
しばしば、職場いじめは使用者の探知をすり抜ける。たとえば、誠昇会北本共済会病院事件の事案がそうであった。
しかし、 求償権
（民法七一五条三項）
があるとはいえ、 使用者責任という形でコストを負担するのは、 使用者自身である。
そうすると 使用者は職場いじめを芽のうちに摘み取ってしまいたいと志向したとしても、それはむしろ合理的である。中には、職場いじめの事実を知り得たものの、これを隠蔽 ようとする使用者もあろう。しかし、右の
 ㈢で述
べたモニタリングや被害者による提訴などによって、世評も含め最終的に不利益を受けるのは使用者自身であり、そのような選択自体 使用者にとって合理的 ものとはならない。
そうすると、使用者は、管理職層であれ一般社員であれ、職場いじめを現認するなどした者については、使用者へ
の通報を要請することになるだろう。もっとも、右の㈡で述べた職場いじめにかかる諸規定の策定・改廃や研修の立案・実施における労働者のイニシアチブ 同様、これも労働者にとっては義務とはならない。通報をしなかったからといって、何らかのサンクションはあり得ない。このようにいってしまうと、誰も通報 どしなくなるのではないかとの懸念が生じるが、それは、通報義務 るいはそれより進んで協力義務を労働者に課すことによって解決されるべき問題ではない。あくまで、いままで右に述べてきた行為規範の内 あ 使用者は労働者の規範意識の涵養に努める であり、その規範意識に期待して を待てばよい。また そもそも職場いじめが生じていないかどうかのチェック体制の構築 行為 に含まれ べき使用者の義務である
なお、何らかの段階で、使用者が職場いじめの存在を知り得た場合、即座に使用者は調査と対策をせねばならない。
探知し得なかったこと自体は 使用者の職場環境配慮義務の懈怠となり得 から、法的紛争に発展した際は、そ 懈
五〇二
怠にかかる損害についても賠償する必要が生じよう。また、法的紛争等の段になってようやく使用者が職場いじめの事実を知ったというような場合は、いってしまえば職場環境配慮義務が全く果たされていなかったと解されるところであって、強い法的非難を甘受せねばならないであろう。
四
　
おわりに
職場いじめで自殺を余儀なくされた幾多の被害者たちと、うつ病などで精神疾患の療養に努める被害者たち、ある
いは、いま現在職場いじめに苦しむ被害者に対して、労働法学はいかような応答をなし得るのであろうか。職場いじめが世界的課題であることは特 いま強調するまでもなく、周知の通りであるが、比較法論・解釈論・立法論・政策論等、様々なパラダイムでなされる議論が蓄積されていく中にあって、いかなる方策が最も有用なのか、いまひとつはっきりとしていな ように思われる。
そのような状況にあって、本稿がどこまでの意義を持つかは定かでない。しかし、職場環境配慮義務法理が、今後
有用な法理として活用されるためには、行為規範の明確化は不可避と思われた。義務内容が確定されていくことで契約内容への取り込みも容易に り得るからであ 具体的な職場いじめ紛争の累積によって、同法理の内容が充実し、さらなる発展が見 まれる。 お残された課題は複数 るものの、その中で最も重要となるのは、職場環境配慮義務履行請求の問題
）（（
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であろう。
精神的侵害のない適正な職場環境の実現は、 現代社会にとって悲願であるように思えてならない。労働者個々人が、
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誇りと尊厳を持てるような職場環境が実現されない限り、職業生活の充実は考えるべくもない。
（
（）山田省三「セクシュアル・ハラスメントの法理─福岡地方裁判所平成元年（ワ）一八七二号損害賠償請求事件鑑定書─」労旬一二九一号三〇頁、三九頁（一九九二） 。
（
（）厚生労働省「平成二五年度個別労働紛争解決制度施行状況」一頁（二〇一四年五月三〇日）によれば、民事上の個別労働紛争の相談内容は「いじめ・嫌がらせ」が二〇一二年度に引き続きトップであり、増加傾向にある（二〇一二年度＝五一六七〇件、二〇一三年度＝五九一九七件） 。
（
（）なお、同会議の提言と今後の課題にかかる論稿として、内藤忍「 『職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議』提言と今後の法政策上 課題─労使ヒアリング調査結果等を踏まえて」季労二三八号一一頁（二〇一二） 。
（
（）同じ職場で働く者に対して、 職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、 業務の適正な範囲を超えて、 精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為。
（
（）部下により中傷ビラが配布され、うつ病を発症し自殺した事案である国・渋谷労基署長（小田急レストランシステム 事件（東京地判平二一・五・二〇労判九九〇号 一 頁）が、部下からの職場いじめ事案の一例として挙げられよう
（
（）小宮文人「パワハラという用語について」労旬一七八二号四頁（二〇一二） 、大和田敢太「ワークハラスメント（ＷＨ）の法的規制」西谷敏先生古稀記念『労働法と現代法の理論（上） 』四三三頁、四三五頁（日本評論社、二〇一三）等。
（
（）平一八・一〇・一一厚生労働省告示第六一五号。
（
（）かかる定義および職場いじめに対する法的な非難の契機につき、滝原啓允「職場いじめ法理の形成・現状・課題─その非難の契機とわが国における展開─」地方自治ふくおか五六号九頁（二〇一三） 。
（
（）このような発想は、イギリス法 おける議論に触発されたものである。すなわち、イギリスにおける制定法の「ハラスメントからの保護法（
P
rotection from
 H
arassm
ent A
ct （（（（ ） 」は、職場いじめのみをターゲットとするものではないものの、
現在最も有効な職場いじめ救済法として機能しており、そこで
harassm
ent
概念は明確に定義されておらず広漠としている。
「広範な行為を定義づけ ことはできない
 （
D
avid M
aclean, H
C
 D
eb （（ D
ec. （（（（, vol（（（, col（（（ ） 」という内務副大臣の言
葉が象徴的であるが、これは、どのような行為であっても「
harassm
ent 」になり得る可能性があることを考慮したものであ
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る。そして、そもそも禁止行為をリスト化したとしても、リストに存在しないハラスメントが生じた場合、これに対処し得ない。そう た不都合を回避するため、明確な定義を避けたのであった。なお、イギリスにおける職場いじめの詳細につき、滝原啓允「イギリスにおける職場いじめ─ハラスメントからの保護法による救済─」季労二三五号一五〇頁（二〇一一） 、同「イギリスにおけるハラスメントからの保護法とその周辺動向─職場における
dignity
の保護─」学会誌労働法一二二号一二
一頁（二〇一三）等。
（
（0）初めて 「職場環境配慮義務」 の語を用いた裁判例は、 三重厚生農協連合会事件・津地判平九・一一・五労判七二九号五四頁であった。同事件は、 病院における看護職者間でのセクシュアル・ハラスメント事案であり、 判決文において同義務は「被用者にとって働きやすい職場環境を保つよ に配慮すべき義務」と表現されている。
（
（（）「職場環境維持義務」 、 「労働環境配慮義務」 、 「人格配慮義務」等、実に様々ではあ ものの、それぞれ、精神的人格価値に着目したものであるという点、使用者に適正な 場環境 実現を求 ているという点において共通項を有し、その内容はほぼ同じといってよい。このよ に多様な名称が付されたことは、職場環境配慮義務の形成期、ことセクシュアル・ハラスメントへの対処について、使用者に存在すべき義務を模索した研究者や実務家が、ほぼ同時期 多数いたこと 示 て る。
（
（（）仙台セクハラ事件（仙台地判平一三・三・二六労判八〇八号一三頁）等。
（
（（）あるいは、より直截的に「働きやすい職場環境の実現」となろう。
（
（（）セクシュアル・ハラスメントとの関連における職場環境配慮義務の形成につ ては、松本克美「セクシュアル・ハラスメント─職場環境配慮義務・教育研究環境配慮義務の意義と課題」ジュリ一二三七号一三七頁（二〇〇三） 、山田創一「職場におけるセクシュアル・ハラスメントと債務不履行責任」山梨学院大学法学論集四九号一七五頁（二〇 三） 、内藤恵「労働契約に 使用者の職場環境配慮義務の法理─職場 セクシュアル・ハラスメント、職場の ・嫌がらせ等を中心として─」法学研究八二巻一二号一七三頁（二〇〇九）等。
（
（（）福島瑞穂「セクシュアル・ハラスメントと法─現行法における位置づけと今後の課題 労旬一二二八号一六頁、一七頁（一九八九） 。
（
（（）福島・前掲注 （
（（） 同頁。
（
（（）奥山明良「法律問題としてのセクシュアル・ハラスメント─問題の所在とその法的アプローチ 法セ四 三号一四頁、一
五〇五
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七頁（一九九〇） 。
（
（（）山田（省） ・前掲注 （
（） 三九頁。
（
（（）福岡地判平四・四・一六労判六〇七号六頁。
（
（0）なお、原著では「労働環境整備義務」とされているが、その実質は本稿の文脈における職場環境配慮義務に同様である。
（
（（）山田（省） ・前掲注 （
（） 三九頁。
（
（（）なお、これとは異なった考え方を示すであろうものとして、関係的契約理論がある。これは、新たな契約上の を、ある共同体に内在する規範の法の次元への反映とするものである。かかる議論につき、端的に、内田貴『民法Ⅲ
　
債権総論・
担保物権（第三版） 』一五頁（東京大学出版会、二〇〇五） 。そして、そもそも関係的契約理論を紹介し、わが法に適用したものとして、同『契約の再生』 （弘文堂、一九九〇） 。 っとも、同理論については、川角由和「現代民法学における《関係的契約理論》の存在意義─内田貴教授の所説に対するひ つの批判的評注（一） 〜 （四・完） 」島大法学三七巻四号、三八巻一号、三八巻三号（一九九四） 、三九巻二号（一九九五）等によ も強い
（
（（）最三小判昭五〇・二・二五労判二二二号一三頁。
（
（（）最三小判昭五九・四 一〇労判四二九号一二頁。
（
（（）和田肇「安全（健康）配慮義務論の今日的な課題」日労研五二巻八号三七頁、三七頁（二〇一〇） 。
（
（（）三菱重工難聴事件 神戸地判昭五九・七・ 〇労判四四〇号七 頁）等。
（
（（）和田・前掲注
（（） 三九頁。
（
（（）なお、和田・前掲注 （
（（） 四〇頁参照。
（
（（）横浜地川崎支判平一四・六・二七労判八三三号六一頁。
（
（0）公務における職場いじめの使用者責任を問う場合、国賠法一条一項または民法七一五条に基づき 請求が立てられる。国賠法一条一項における「公権力の行使」概念は、同条と民法におけ 不法行為法の適用を分ける概念であり、すなわち、公務員の職務行為が公権力の行使であるならば、国賠法一 一項の規定の適用を受け、そうでない場合、民法における不法行為法の適用を受ける（宇賀克也『行政法概説Ⅱ
　
行政救済法』三五七頁〔有斐閣、二〇〇六〕 ） 。民法七一五条で国・公共団
体の責任を求める場合、原告としては、民法七〇九条などにより、当該公務員個人に対する損害賠償請求をなすことができ、
五〇六
他方、国賠法一条につき、原告は公務員個人に対し直接損害賠償請求できないと解釈するのが判例（最三小判昭三〇・四・一九民集九巻五号五三四頁）であり、国賠法においては一条二項求 権の問題を除き、公務員 個人責任が否定される（櫻井敬子＝橋本博之『行政法〔第二版〕 』三七二頁〔弘文堂、二〇〇九〕 ） 。
（
（（）東京高判平一五・三・二五労判八四九号六一頁。
（
（（）さいたま地 六 九 四 八三 三八
（
（（）津地判平二一・二・一九労判九八二号六六頁。
（
（（）被告の日本土建では、数年間での退職を予定し、その後は尊属等が経営する建設会社で跡継ぎになる者を「養成社員」として入社させていた。なお、賞与や昇級はなく、退職金規定が適用されないが その他の賃金や勤務時間などの面では、一般の社員と区別はない。
（
（（）陸上自衛隊八戸事件および川義事件。
（
（（）端的に、土田道夫＝山川隆一編『労働法の争点』ジュリ増刊一二八頁以下〔三柴丈典〕 （二〇一四） 。
（
（（）最二小判昭五六・二・一六労経速 〇八五号一八頁。
（
（（）最三小判平七・九・五労判六八〇号 八頁。
（
（（）東京地判平一三・一二 三 八二六 七六
（
（0）松山地判平二一
･
三・二五労判九八三号五頁。
（
（（）なお、安全配慮義務にかかる要件事実論を述べるものとして、山川隆一「労働災害訴訟における安全配慮義務をめぐる要件事実」慶応法学一九号二六七頁（二〇一一） 。
（
（（）前者につき、民法一六七条 項。後者につき、民法七 四条。
（
（（）しかし、航空自衛隊芦屋事件において、最高裁は 安全配慮義務の内容を特定し義務違反に該当する事実を主張立証する責任は国の義務違反を主張する原告にあると た。そのため、債務不履行構成の意義 、 「かなり減殺」された（和田・前掲注 （
（（） 三八頁） 。
（
（（）なお、大石塗装・鹿島建設事件 昭五五・一二・一八労 三五九号五八頁） 、民法 一二条三項。
（
（（）なお、各構成の差異につき詳細は、山田 創 ・前掲注
（（） 二〇六頁以下。
五〇七
職場環境配慮義務法理の形成・現状・未来（滝原）
（
（（）山川・前掲注 （
（（） 二七〇頁。
（
（（）土田道夫『労働契約法』一一六頁（有斐閣、二〇〇八） 、松本・前掲注 （
（（） 一三九頁以下等。
（
（（）山田省三「ＪＲ西日本日勤教育における労働者の人格権─鑑定意見書（二〇〇七年四月三日大阪地裁提出） 」労旬一七六四号二八頁、二九頁（二〇一二） 。もっとも、この箇所はセクシュアル・ハラスメントを前提に書かれているが、かかる認識は、労働者の人格的利益（人格権）に広く妥当し得るという趣旨であろうことが本鑑定書全体から読み取れる。
（
（（）唐津博「労働者の『就労』と労働契約上の使用者の義務─『就労請求権』と『労働付与義務』試論─」下井隆史先生古稀記念『新時代の労働契約法理論』一五七頁、一九〇頁（信山社、二〇〇三） 。
（
（0）大阪地判平二二・六・二三労判一〇一九号七五頁。
（
（（）なお、職場環境配慮義務違反により提訴されたセクシュアル・ハラスメント以外の職場いじめ事案であって、原告が敗訴したものとして、東京地判平二三・三・三一判例誌未掲載（平二一（ワ）六三三五号 、東京地判平二四・三・一五判例誌未掲載（平二二（ワ）九九五二号） 東京地判平二 ・八・六判例誌未掲載（平 （ワ 二一二六〇号）などがある。いうまでもないかもしれないが、これらは同法理の瑕疵によって敗訴した訳でない。いずれも事実レベルでの敗訴といってよい。むしろ、同法理自体はセクシュアル・ハラスメント以外の職場いじめにつ ても及ぶ のとして、裁判所にも受容されている。
（
（（）福島地郡山支判平二五・八・一六判例誌未掲載 平成二三年（ワ）第二二 号） 。
（
（（）福島地郡山支判平二五・八 一六 例誌未掲載 平成二三年（ワ）第二二五号） 。
 
（
（（）大阪高判平二五・一〇・九労判一〇八三号二四頁。
（
（（）なお、護衛艦さわぎり事件（福岡高判平二〇・八 二五労経速二〇一七号三頁） 。
（
（（）この点、滝原・前掲注 （
（） 一六四頁、滝原啓允「判批」労働法学研究会報二五七七号三〇頁、三五頁（二〇一四）等も参照。
（
（（）家族の目の前で肋骨を折られるなどしたヨドバシカメラ事件（東京地判平一七・一〇・四労判九〇四号五頁） 、胸倉を掴まれ頭突きされるなどしたファーストリテイリング事件（名古屋高判平二〇・一・ 九労判九六七号六 頁）等。
（
（（）あるいは、組織論における法的契約を超えた互恵的概念である心理的契約（
psychological contract ）によって、かかる期
待を基礎付けることができるかも知れない。心理的契約 、組織と従業員との間での文章化されない「契約」─相互期待─として論じられるのが一般的 ようである。こと一九八九年以来において、こ 概念はアメリカの組織行動学者
D
enise 
五〇八
R
ousseau
によって主導されている。なお、イギリス労働法学において、かかる概念を用いつつ黙示条項（
im
plied term
）
などを論じるものとして、
H
ugh C
ollins et al., L
abour L
aw
, （
C
am
bridge, （0（（ ） 。また、心理的契約に関する近時の邦語文
献として、服部泰宏「日本企業の組織・制度変化と心理的契約─組織内キャリアにおける転機に着目して」日本労働研究雑誌六二八号六〇頁（二〇一二） 、同『日本企業の心理的契約─組織と従業員の見えざる契約（増補改訂版） 』 （白桃書房、
 
二〇一三）等。
（
（（）京都地判平二二・五・二五労判一〇一一号三五頁。
（
（0）大阪高判平二三・五 二五労判一〇三三号二四頁。
（
（（）最三小決平二五・九 二四判例誌未掲載。
（
（（）東京地判平二一・一 一六労判九八八号九 頁。
（
（（）これに関連し、ステークホルダー民主主義論から労使関係論を再論したものとして、毛塚勝利「企業統治と労使関係システム─ステークホルダー民主主義論からの労使関係の再構築─」石田眞＝大塚直編著『労働と環境』四七頁（日本評論社、二〇〇八） 。
（
（（）この点につき、右のアークレイファクトリ 事件において 審の大津地裁は、職場いじめ被害にあった派遣労働者が雇用される派遣元会社から派遣先会社に当該職場いじめにかかる苦情申出がなされた後に職場環境について適切かつ迅速な処理を行わなかったことにつき、 被告会社固有の不法行為責任を認めている（大津地判平二四・一〇・三〇労判一〇七三号八二頁） 。
（
（（）これに関連し、安全配慮義務におけるそれにつき、鎌田耕一「安全配慮義務の履行請求」水野勝先生古稀記念『労働保護法の再生』三五九頁（信山 、二〇〇五） 。
（日本体育大学兼任講師）
